
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

12,348,406 11,751,521 9,771,329 9,362,569 8,855,871

0 0 0 -198,522 0

0 0 0 0 0

12,348,406 11,751,521 9,771,329 9,164,047 8,855,871

8,329,189 7,316,820 8,488,967 -

67.5% 62.3% 86.9% -

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24年度

－ 411,561人 404,586人 439,272人 442,567人 332,600人

400,600人 400,600人 403,600人 405,600人

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24年度

－ 10,180,064件 9,873,198件 9,636,847件 9,378,415件 前年度以上

前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24年度

－ 50% 50% 57% 43% 50%

50% 50% 50% 50%年度ごとの目標値

測定指標
中小企業退職金共済共済制度
における新規加入被共済者数

実績値

年度ごとの目標値

勤労者財産形成促進制度の利
用件数

実績値

年度ごとの目標値

全労働金庫に対する検査実施
率

実績値

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

施策の概要（１）
  中小企業退職金共済法（昭和34年法律第160号）に基づき、中小企業者の相互扶助のしくみとしてその拠出に
よる退職金共済制度を確立し、中小企業の従業員に退職金を支給することにより、これらの従業員の福祉の増
進と中小企業の振興に寄与しています。
施策の概要（２）
  勤労者財産形成促進法（昭和46年法律第92号）に基づき、勤労者の計画的な財産形成を促進することによ
り、勤労者の生活の安定を図り、国民経済の健全な発展に寄与しています。
施策の概要（３）
  労働金庫法（昭和28年法律第227号）に基づき、労働組合、消費生活協同組合その他労働者の団体が行う福
利共済活動のために金融の円滑を図り、労働者の経済的地位の向上に寄与しています。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
施策の概要（１）
　労働保険特別会計
　　労災勘定（項）中小企業退職金共済等事業費（一部）　［平成24年度予算額：2,039,598千円］
　　雇用勘定（項）中小企業退職金共済等事業費（一部）　［平成24年度予算額：6,370,531千円］
施策の概要（２）
　労働保険特別会計
　　労災勘定（項）中小企業退職金共済等事業費（一部）　［平成24年度予算額：883千円］
　　雇用勘定（項）中小企業退職金共済等事業費（一部）　［平成24年度予算額：573千円］
                　（項）独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費（全部）［平成24年度予算額：399,843千円］
施策の概要（３）
　一般会計（項）厚生労働本省共通費（一部）　［平成24年度予算額：9,093千円］

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

区分 25年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 8,512,545

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

施策の概要

本施策は、次の施策を柱に実施しています。
（１）中小企業退職金共済制度の普及促進を図ること
（２）勤労者財産形成促進制度の活用促進を図ること
（３）労働金庫の健全性のための施策を推進すること

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅲ－４－２））

施策目標名 豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること



参考・関連資料等

・中小企業退職金共済法
　http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-
bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=1149
・勤労者財産形成促進法
　http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-
bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=1141
・労働金庫法
　http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-
bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=1188
・関連する行政事業レビューシート
　独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費交付金に必要な経費
　　http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h23_gyousei_review_sheet/pdf/0049.pdf
　中小企業退職金共済等事業に必要な経費（雇用勘定）
  　http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0783.pdf
　中小企業退職金共済等事業に必要な経費（労災勘定）
  　http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/h22_gyousei_review_sheet/pdf/0600.pdf
・関連する統計資料
　　http://www.taisyokukin.go.jp/toukei/index.html

担当部局名 労働基準局 作成責任者名
勤労者生活課長

木原亜紀生
政策評価実施時期 平成２４年９月


